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6.1 最適案評価および優先度評価 

重点対策地区ごとに立案された複数の下水道総合浸水対策案の中から最適案を決定するため

の評価を行うとともに、必要に応じて複数の重点対策地区間の整備優先度を決定するための評

価を行う。評価項目は以下のとおりとし、重点対策地区の性格を考慮して総合的な観点から評

価を行う。 

（１）経済性 

（２）安全性 

（３）経済活動への影響 

（４）早期実現性 

 
【解 説】 

重点対策地区ごとに立案された複数の対策案の中から最適案を決定するための評価を行う。評

価項目は、経済性、安全性、経済活動への影響、早期実現性とする。各評価項目の重要度は、重

点対策地区の性格に応じた目標により異なるため、重点対策地区の性格等を十分考慮して総合的

な観点から評価を行う必要がある。例えば、生命の保護の視点より重点対策地区と設定した地区

においては、経済性や早期実現性のみならず、安全性にも留意した総合的な観点から評価を行う

必要がある。 

評価は計画期間内の対策案について行うことを基本とするが、計画期間を超えて整備を継続す

る場合には、将来計画案についても同時に評価を行うものとする。 

 

また、重点対策地区が多く、整備優先度を決定する必要がある場合は、必要に応じて重点対策

地区間の優先度評価を行う。両評価の順序は、最適案評価を先行することを基本とするが、重点

対策地区の数が多く、各々の最適案評価に時間を要し、全体的な事業実施に支障が生じる恐れが

ある場合には、被害ポテンシャル等による簡易な評価項目により優先度評価を先行させる方法も

ある。 
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図６－１ 最適案評価および優先度評価の観点および考慮する事項のイメージ 

 

 

（１）経済性 

対策に要する費用を評価する。既存施設の有効利用や、各戸浸透施設等の自助による対策の積

極的導入に伴い、ハード対策の導入規模を低減することが可能となる。 

 

（２）安全性 

重点対策地区において発生する浸水に対して、生命の保護および都市機能の確保の観点から、

浸水防除の程度やその確実性を評価する。浸水防除の程度は、浸水範囲、浸水深、浸水量、浸水

道路延長、床上浸水戸数および床下浸水戸数等の低減程度により評価することができる。確実性

は、公助によるハード対策の能力や、自助を支援する公助による対策の充実具合等により評価す

ることができる。 

 

安全性 

経済性 ●建設費 
●その他対策に要する費用

●生命の保護 
●都市機能の確保 
●対策の確実性 

早期実現性 ●既存施設の効率的な活用 
●計画期間

考 慮 す る 事 項 観 点 

 

多様な主体

最適案および優先度の決定 

●個人財産の保護 
●都市資産の保護

 経済活動への影響 

協
議
等 
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（３）経済活動への影響 

重点対策地区において発生する浸水に対して、個人財産および都市資産という都市における経

済活動の保護の観点から効果を評価する。浸水軽減による便益の算出方法は「治水経済調査マニ

ュアル（案） 国土交通省河川局」および「下水道事業における費用効果分析マニュアル（案）

（社）日本下水道協会」等を参照。 

 

（４）早期実現性 

既存施設を効果的・効率的に活用することにより、浸水被害の軽減を早期に達成することが望

ましい。ここでは、計画期間を評価する。 

 

 

以下に、最適案評価を行った事例および優先度評価を行った事例を示す。
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【最適案評価の例】 

 

【重点対策候補地区として抽出された理由】 

・一般市街地の中でも窪地となっている地区（面積約１ｈａ）であり、過去１０年間で延べ  

６０戸の床上浸水実績を有することから重点対策地区として抽出した。（床上浸水常襲地区） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

【対象降雨の設定】 

・検討地区近傍のアメダス観測所における極値データを、下記ＵＲＬの気象観測（電子閲覧室）

で検索し、最大１時間降水量の上位１０位までを抽出。 

http://www.data.kishou.go.jp/etrn/index.html 

・上記の１０降雨について、下水道到達時間３０分間での最大降雨をアメダス１０分値データ

より調査し、19○○年△△月××日の降雨が３０分最大降雨であることが判明。 

・当該降雨の波形を調査したところ、短時間の集中豪雨であり、下水道総合浸水対策計画で取

り扱う降雨として適当であると判断し、対象降雨に決定した。実績の降雨波形をそのまま用

いることとした。また、排水区規模が小さいため、対象降雨は排水区域内に一様に与えるこ

ととした。 

 
【機能保全水深の設定】 

・カテゴリーＣの地区であるため、個人財産保護の観点から、家屋の床上浸水が防止できるレ

ベルを機能保全水深として設定する。 

・基本的に宅盤ＧＬ＋４５ｃｍを家屋の床レベルと考えて機能保全水深とし、４５ｃｍ未満の

床レベルを有する家屋や半地下駐車場は自助も含めて対応する方針とした。 

・後の浸水シミュレーションにより公助による対策の限界を見極めたうえで、具体的な機

能保全水深を調整することとした。 

 

【計画期間の設定】 

・計画期間は５～７年程度とした。 

 

Ｄ市 c１排水区 50ha（自然排水）

重点対策候補地区 約 1ha 

河川 

床上浸水した家屋 

下水道到達時間は 30 分 
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【現況施設のモデル化】 

・ｃ１排水区で浸水シミュレーションができるようモデル化を行った。管渠については、重点

対策候補地区付近は末端管渠まで詳細にモデル化したが、その他の管渠は重点対策候補地区

付近の水理特性に影響を及ぼさない程度にモデルの簡略化を図った。 

・過去の浸水実績を調査した結果、河川と下水道のピーク合致の実績が見られたことから河川

水位の影響は大きいと考えられる。よって外水位は、水防法に基づく洪水予報河川における

警戒水位とした。 

 
【現況施設のキャリブレーション】 

・ｃ１排水区の現況の下水道や土地利用が１０年前と相違ないことを確認した上で、１０年前

の集中豪雨を用いて、キャリブレーションを行った。キャリブレーションは、解析結果と浸

水実績（浸水エリアと浸水深）が概ね整合するよう行った。 
 
【浸水想定区域および想定浸水被害の把握】 

・c１排水区の浸水シミュレーションを行い、浸水想定区域を設定するとともに、床上浸水が想
定されるＧＬ＋４５ｃｍを超える区域を把握した。 

 
【重点対策地区の設定】 

・床上浸水被害が想定される区域を重点対策地区として設定した。 

・重点対策地区は約２ｈａの区域となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【対策の基本方針】 

・床上浸水を防止するため、公助と自助のハード対策で浸水深を４５ｃｍ以下に軽減させるか、

重点対策地区の中で最も浸水深が大きい２戸の家屋は６０ｃｍの止水板を設置できる構造

であることから、これら家屋は止水板で対応することを前提とし、浸水深を６０ｃｍ以下に

軽減させる。 

重点対策候補地区 約 1ha 

重点対策地区 約 2ha 

河川 

床上浸水が想定される家屋 

Ｄ市 c１排水区 50ha（自然排水）

下水道到達時間は 30 分 



 

 

 

第 6 章 最適案評価および優先度評価 

6-7 

【対策検討】 

・対策として以下の 3ケースを立案した。 

 

■ケース１：機能保全水深 GL+45cm、計画期間 7年 

ハード対策 貯留管 公助 

ソフト対策 内水ハザードマップ 

ハード対策 なし 自助 

ソフト対策 なし 

 

 
 
 
 
 
 
 
■ケース２：機能保全水深 GL+45cm、計画期間 5年 

ハード対策 貯留管、ネットワーク管 公助 

ソフト対策 内水ハザードマップ、土のう設置勧告 

ハード対策 各戸貯留浸透、土のう設置 自助 

ソフト対策 土のう設置訓練、浸水情報の提供 

 

 
 
 
 
 
 
 

■ケース３：機能保全水深 GL+60cm、計画期間 5年 

ハード対策 ネットワーク管 公助 

ソフト対策 内水ハザードマップ、土のう設置勧告 

ハード対策 各戸貯留浸透、土のう設置、止水板 自助 

ソフト対策 土のう設置訓練、浸水情報の提供 

 

 
 
 
 
 

 

河川 

浸水深 45cm 以下 

貯留管 

河川 

浸水深 45cm 以下 

貯留管 

ネットワーク管

各戸 
貯留浸透 

河川 

浸水深 60cm 
浸水深 45cm 以下 

ネットワーク管

各戸 
貯留浸透 
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表６－１ 重点対策地区における最適案評価の例（カテゴリーＣの地区※1） 

対策案 
 現況 

ケース１ ケース２ ケース３ 

公助 

ハード 

①貯留管 

 φ3,000mm×3,000m 

①貯留管 

φ3,000mm×400m 

②ネットワーク管 

 φ1,500mm×300m 

①ネットワーク管 

 φ1,500mm×300m 

公助 

ソフト 

②内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

 

③内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

④土のう設置勧告 

②内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

③土のう設置勧告 

自助 

ハード 

― ⑤各戸貯留浸透200戸 

⑥土のう設置6戸 

④各戸貯留浸透300戸 

⑤土のう設置10戸 

⑥止水板2戸 

対
策
内
容
、
施
設
、
能
力
等 

自助 

ソフト 

― 

― ⑦土のう設置訓練 

⑧浸水情報の提供 

⑦土のう設置訓練 

⑧浸水情報の提供 

経済性 

 ― 

上記対策による費用： 

2,500 百万円 

△ 

上記対策による費用： 

500 百万円 

○ 

上記対策による費用： 

350 百万円 

○ 

安全性 床上浸水範囲：2.0ha 

浸水深   ：70cm 

床上浸水戸数：15 戸 

 

床上浸水範囲：－ha 

浸水深   ：45cm 

床上浸水戸数：－戸 

ハード対策が充実し

ており確実性は高い 

 

 

 

○ 

床上浸水範囲：－ha 

浸水深   ：45cm 

床上浸水戸数：－戸 

ハード対策および自

助を支援するための

ソフト対策が充実し

ており確実性は比較

的高い 

○ 

床上浸水範囲：－ha 

浸水深   ：60cm※2

床上浸水戸数：－戸 

公助によるハード対

策が少ないため確実

性が低く、宅内排水設

備への逆流の不安が

残る。 

 

△ 

経済活動への

影響（被害額

等） 

個人財産被害額： 

 1,000 百万円 

個人財産被害額： 

 15 百万円 

(床下浸水被害を計上) 

個人財産被害額： 

 0 百万円 
(土のうにより浸水は防除) 

個人財産被害額： 

 0 百万円 
(土のうにより浸水は防除)

対策効果 

― 

被害低減額：985百万円 

被害低減額／費用：

0.394 

△ 

被害低減額：1,000百万円 

被害低減額／費用： 

2.000 

○ 

被害低減額：1,000百万円

被害低減額／費用：

2.857 

△ 

早期実現性 
― 

計画期間：7年 

△ 

計画期間：5年 

○ 

計画期間：5年 

○ 

住民との協議

結果 
― 

・床上浸水常襲地区であることから、計画期間をできる限り短くする。

・全ての家屋で床下浸水の水深である 45cm 以下の浸水深を達成する。

・高齢者が居住する地区であるため、床下浸水以下の達成に対する確実

性をできるだけ高める。 

総合評価 
― △ 

◎ 

（決定） 
× 

理由 

 

― 

・住民との協議結果より、計画期間が短く、かつ浸水深が 45cm を達成

でき、確実性が比較的高いことを重視した。そのためケース１は計画

期間が長いことから、ケース３は安全性が低いことから不採用とし

た。 

・ケース２は計画期間が短く、安全性が高いことに加え、費用が比較的

低いことから経済性にも優れているため、ケース２を最適案とした。

※1：他のカテゴリー地区の事例は「資料編 ３.下水道総合浸水対策計画の策定例」参照。 

※2：浸水深は 60cm であるが、止水板および土のうにより浸水を防止する。 
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【優先度評価の例】 

各重点対策地区において決定された最適案に対して、経済性、安全性、経済活動への影響、

早期実現性について、重点対策地区の性格を考慮して総合的な観点から優先度評価を行った例

を表６－２に、各重点対策地区の被害ポテンシャルにより簡易に優先度評価を行った例を表６

－３に示す。 

 

表６－２ 重点対策地区の優先度評価の例（１） 

地区名 ○○地区 ○△地区 △□地区 □○地区 

地区概要 

地下街と地下鉄駅舎を

含む地区(3ha) 

排水区面積 200ha 

緊急輸送道路である

幹線道路(500m 相当)

排水区面積 50ha 

一般市街地の床上浸

水常襲地区(4ha) 

排水区面積 50ha 

一般市街地の床上浸

水常襲地区(2ha) 

排水区面積 50ha 

カテゴリー Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 

公助 

ハード 

①貯留管 

②ネットワーク管 

 

①小規模管路のﾙｰﾌﾟ化 

②歩道部の浸透性舗装 

③移動ポンプ車 

①貯留管 

 

 

①貯留管 

②ネットワーク管 

 

公助 

ソフト 

③内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

 

④内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

 

②内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

③土のう設置勧告 

③内水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ 

④土のう設置勧告 

自助 

ハード 

④地下出入り口の 

止水板 

⑤上流域家屋の各戸 

貯留浸透 

⑤上流域家屋の各戸 

貯留浸透 

 

 

④土のう設置 

 

 

 

⑤各戸貯留浸透 

 

⑥土のう設置 

 

対
策
内
容
、
施
設
等 

自助 

ソフト 
― 

⑥周辺住民による桝の

清掃 
⑤土のう設置訓練 

⑦土のう設置訓練 

⑧浸水情報の提供 

経済性 

 

上記対策による費用：  

2,000 百万円 

上記対策による費用： 

100 百万円 

上記対策による費用： 

800 百万円 

上記対策による費用： 

500 百万円 

安全性 最大浸水深 ：40cm 

将来的には 20cm 

 

止水板等により地下空間

への浸水を防除し生命の

保護を図る必要がある。 

最大浸水深 ：20cm 

浸水道路延長：70m 

 

道路冠水程度以下に

抑えることができる。

（車両の移動は可能）

最大浸水深 ：45cm 

床上浸水戸数：―戸 

 

ハード対策および自助

を支援するためのソフ

ト対策は充実しており、

確実性は高い。 

最大浸水深 ：45cm 

床上浸水戸数：―戸 

 

ハード対策および自助

を支援するためのソフ

ト対策は充実しており、

確実性は高い。 

経済活動への

影響（被害額

等） 

止水板により地下街へ

の浸水を防止するた

め、経済活動への影響

は最小化できる 

最大浸水地点におい

ても道路冠水程度で

あるため通行は可能

であり、経済活動への

影響を軽減させるこ

とができる。 

個人財産被害額： 

0 百万円 

個人財産被害額： 

0 百万円 

 

対策効果 

― ― 

被害低減額： 

2,000 百万円 

被害低減額／費用：2.5 

被害低減額： 

1,000 百万円 

被害低減額／費用：2.0

早期実現性 計画期間：3年 計画期間：5年 計画期間：5年 計画期間:5 年 

多様な主体との

協議結果 

・下水道管理者および各重点対策地区の代表者による協議の結果、生命の保護を最優先、都市機能の確保

を第二優先とし、その他の地区についてもできるだけ早期に目標を達成することとなった。 

優先度評価 １ ２ ３ ４ 

設定理由 ・多様な主体との協議結果を踏まえ、○○地区(カテゴリーＡ)は生命の保護の観点より最優先地

区とした。○△地区(カテゴリーＢ)は都市機能の確保の観点より、２番目に優先地区とした。

△□地区および□○地区(カテゴリーＣ)については、個人財産の保護の観点より、対策後想定

される個人財産の被害低減額／費用が大きいものを優先した。 
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表６－３ 重点対策地区の優先度評価の例（２）（被害ポテンシャルによる評価） 

地区名 ○○地区 ○△地区 △□地区 □○地区 

地区概要 

地下街と地下鉄駅

舎を含む地区 

排水区面積 200ha 

緊急輸送道路である幹

線道路(500m 相当) 

排水区面積 50ha 

一般市街地の床上浸水

常襲地区(4ha) 

排水区面積 50ha 

一般市街地の床上浸水

常襲地区(2ha) 

排水区面積 40ha 

カテゴリー Ａ Ｂ Ｃ Ｃ 

安全性 

（未対策状況に

おいて想定され

る最大浸水で評

価する浸水被害

の恐れの度合い

を示す） 

最大浸水深  ：80cm 

 

 

 

地下空間への浸水

の恐れがあり、甚大

な人的被害を引き

起こす可能性があ

る。 

 

 

最大浸水深 ：100cm 

浸水道路延長：500m 

 

 

緊急輸送車両等の移動

が不可能であることか

ら、都市機能の麻痺を

引き起こすことや、防

災活動の妨げとなる可

能性がある。 

 

床上浸水範囲：4.0ha 

最大浸水深 ：80cm 

床上浸水戸数：30 戸 

 

床上浸水が発生する可

能性があり、かつ避難

を困難とする。 

床上浸水範囲：2.0ha 

最大浸水深 ：70cm 

床上浸水戸数：15 戸 

 

 

同左 

経済活動への影

響 

（被害額等） 

― ― 

個人財産被害額： 

2,000 百万円 

個人財産被害額： 

1,000 百万円 

多様な主体との

協議結果 

・下水道管理者および各重点対策地区の代表者による協議の結果、生命の保護を最優先、都市機

能の確保を第二優先とし、その他の地区についてもできるだけ早期に目標を達成することとな

った。 

優先度評価  

１ 

 

２ ３ ４ 

設定理由 ・多様な主体との協議結果を踏まえ、○○地区(カテゴリーＡ)は生命の保護の観点より最優先地

区とした。○△地区(カテゴリーＢ)は都市機能の確保の観点より、２番目に優先地区とした。

△□地区および□○地区(カテゴリーＣ)については、個人財産の保護の観点より、対策後想定

される個人財産の被害低減額／費用が大きいものを優先した。 
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前述の最適案評価および優先度評価により決定した計画事項の整理事例を以下に示す。 
 
【計画事項の整理事例】 
（１）重点対策地区の概要 
Ｄ市ｃ地区は、Ｄ市内において住居地域となっている。窪地部にあるため浸水被害が多く発

生している。当地区を包含する c1排水区（５０ｈａ）は、５０ｍｍ／ｈ対応の合流式下水道が

整備されているが、近年の流出係数の増大により４０ｍｍ／ｈ対応程度の施設能力とみられる。 

 
（２）重点対策地区の選定理由 
当該地区は一般の住居地域であるが、過去１０年で延べ６０軒の床上浸水が発生しているた

め、個人財産保護の観点から重点対策候補地区とした。浸水シミュレーションの結果、当該地

区の浸水被害が想定されたため、本地区を重点対策地区に決定した。 

 
（３）対象降雨 
・検討地区近傍のアメダス観測所における極値データを検索し、最大１時間降水量の上位１０

位までを抽出。 

・上記の１０降雨について、下水道到達時間３０分間での最大降雨をアメダス１０分値データ

より調査し、19○○年△△月××日の降雨が３０分最大降雨であることが判明。 

・当該降雨の波形を調査したところ、短時間の集中豪雨であり、下水道総合浸水対策計画

で取り扱う降雨として適当であると判断し、対象降雨に決定した。実績の降雨波形をそ

のまま用いることとした。また、排水区規模が小さいため、対象降雨は排水区域内に一

様に与えることとした。 

 

（４）計画期間 
５年とする。 

 
（５）対策内容 

ハード対策 貯留管φ3,000mm×400m、ネットワーク管φ1,500mm×300m 公助 
ソフト対策 内水ハザードマップ、土のう設置勧告 

ハード対策 各戸貯留浸透、土のう設置 自助 
ソフト対策 土のう設置訓練、浸水情報の提供 
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（６）対策効果 

 現況 対策後 

経済性 
― 対策による費用：500 百万円 

安全性 床上浸水範囲：2.0ha 

浸水深   ：70cm 

床上浸水戸数：15 戸 

床上浸水範囲：－ha 

浸水深   ：45cm 

床上浸水戸数：－戸 

ハード対策による確実性は高い 

経済活動へ

の影響 個人財産被害額：1,000 百万円 個人財産被害額：0百万円 

早期実現性 

― 計画期間 5年で実現 

 
 
 


